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Ⅰ . はじめに
　2016 年 6 月 23日に実施された国民投票で、僅差ながらイギリス国民
はEUからの離脱（Brexit）を選択した。離脱によるイギリス、EUひい
ては世界経済への影響は、今後の離脱交渉の帰趨によるところが大きく、
現段階では予測の域にとどまらざるをえない。すでに多くのすぐれた予
測が発表されているが、それらに共通するのは、「ヒト・モノ・カネ」の
面で、イギリスとEU間で従来と比べて何らかの制約が生じるというこ
とである。その制約がどの程度になるかの判断によって影響が異なって
くるため、さまざまな予測が乱立しているのが現状である。
　しかし、今後の予測にとって、離脱交渉の行方とともに、現在までの
イギリス経済の動向がどのように推移してきたかの分析が不可欠である。
イギリスのEC（EU）加盟以降イギリス経済がどのように推移してきたか、
EC（EU）加盟がイギリス経済にどのような影響を及ぼしてきたのか、
つまり、今回のEU離脱の選択にはどのような経済的根拠があったのか、
を検証することが重要な課題となってくる。
　本稿では、この検証の準備作業として、イギリスの経常収支の基礎デー
タを整理する作業をとおして、とくにイギリスとEUの間の貿易と所得
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移転がどのように推移してきたかを確認すること課題とする。データの
制約上、対象は 1995 年以降とする。
Ⅱ . 経常収支動向（概観）
　第 1表は 1995 年以降のイギリスの経常収支と国際収支の主要項目を示
している。表の「第一所得（Primary income）」は民間部門での所得移
転であり、投資所得、雇用者報酬、その他所得から成っている。「第二所
得（Secondary income）」は、EU機関等との所得移転であり、EU機関
への支払と受取、その他の国際機関との支払と受取等から成っている。
　第一に注目されるのは、この表の始点の 1995 年以降経常収支は一貫し
て赤字が続き、その赤字がとくに 1999 年以降急増していることである。
実は、1973 年の EC（欧州共同体：EUの前身）加盟以降一部の年（1971
年、1972 年、1978 年、1980 ～ 1983 年）を除いてすべて赤字であり、最
近その赤字額が増大しているのが特徴である。
　第二に、経常収支の内訳で、2011 年までは、貿易収支が赤字、第一所
得収支がほぼ黒字、第二所得収支が赤字、と対照的展開がみられること
である。貿易収支の赤字分が第一所得収支の黒字分より大きく、結果と
して経常収支の赤字が続くことになった。
　第三に、その黒字を続けてきた第一所得収支が 2012 年以降赤字に転じ、
貿易収支、所得収支のいずれも赤字となり、これが直近の経常収支赤字
拡大傾向に拍車をかけていることである。
　第四に、貿易収支の内訳で、商品貿易が一貫して赤字を続けてきた一
方で、サービス貿易は逆に一貫して黒字と対照的な展開をみせている。
このうち、商品貿易の赤字額とその増大の程度のほうがサービス貿易の
黒字額よりも大きいため、貿易赤字全体としては赤字となり、2002 年以
降の貿易赤字の急増をもたらしている。
　第五に、第一所得収支の内訳で、投資所得が圧倒的比重を占め、投資
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所得の動向が第一所得収支の動向を規定していることである。実際、雇
用者報酬は、すでに 2004 年に赤字に転じていたが、その時点ではまだ投
資所得の黒字額のほうが圧倒的に大きく、その赤字額を相殺して、第一
所得収支全体としては黒字を保っていた。「その他」も僅かな黒字を示し
ていたため、この黒字に寄与していた。ところが、2012 年に投資所得が
前年の 195 億 8,900 万ポンドの黒字から 17 億 6,500 万ポンドの赤字に転
じるとともに、第一所得収支全体も 196 億 4,500 万ポンドの黒字から 21
億 8,600 万ポンドの赤字に陥ることになった。2012 年に同時に「その他」
も赤字に転じたため、第一所得収支の赤字額は投資所得の赤字額よりも
大きくなり、2012 年以降雇用者報酬、投資所得、「その他」いずれも赤
字となっている。とくに投資所得の赤字の進行が速く、直近の 2015 年に
は過去最大の 357 億 5,600 万ポンドの赤字を計上し、それとともに第一所
得収支も過去最大の 370 億 1,600 万ポンドの赤字に達している。
　第六に、第二所得収支は 1960 年から一貫して赤字を続けており、赤字
額は 2010 年以降 200 億ポンドを超えている。後述するが、EU機関への
拠出による赤字がどのように進展したかが注目されている。
　第七に、さらに商品貿易の赤字と所得収支の赤字の内訳を第 2表でみ
ると、商品貿易では、輸出入ともに増大しているものの輸入の増加額の
ほうが大きく、輸入増大が商品貿易収支赤字の主因である。所得収支では、
支払に顕著な増加傾向が認められない一方で、受取額が直近の 2015 年に
はピーク時の 2007 年と比較して半分以下に減少していることから、受取
額の減少が所得収支赤字の主因である。
　以上のように、直近の 2015 年には貿易収支、第一所得収支、第二所得
収支のいずれも赤字であり、それが 1,002 億 6,100 万ポンドに達する過去
最大の経常収支赤字をもたらしている。小項目では、貿易収支のなかの
サービス貿易のみが黒字であり、その他のいずれの小項目とも赤字であ
り、経常収支の赤字が急速に進展している。
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Ⅱ . 所得収支
　⑴第一所得収支
　　①項目別推移
　第 3表は 2005 年以降の第一所得収支の各項目の推移を示している。前
述したように、最大の項目は投資収支であるが、その投資収支は、直接
投資による所得、証券投資による所得、「その他の投資による所得」、準
備資産からの所得から成り、原表にはそれぞれ所得の受取と支払が示さ
れている。このうち、証券投資による所得は、さらに、株式投資・投資ファ
ンド投資による所得と債券投資による所得を区別して示している。この
表から以下のことが確認できる。
　第一に、直接投資による所得が直近の 2015 年にはじめて赤字に転じた
ものの、それ以前は一貫して黒字で受取超であったのに対し、証券投資
による所得が一貫して赤字で支払超と対照的な展開を示している。
　第二に、しかし、直接投資による所得の黒字額は、第 3表の始点であ
る 2005 年と比較すると激減しており、他方、証券投資による赤字額は
2011 年以降微増傾向を示しているにすぎない。したがって、2012 年以降
の投資所得収支の赤字、ひいては第一所得収支全体の赤字への転化の主
因は直接投資による所得の激減である。
　第三に、直接投資による所得を受取額と支払額に分けてみると、受取
額がピーク時の 2007 年の 1,010 億 7,300 万ポンドから直近の 2015 年の
664 億 9,900 万ポンドと 345 億 7,400 万ポンド減少しているのに対し、支
払額は同期間に 616 億 5,000 万ポンドから 694 億 2,700 万ポンドへ 77 億
7,700 万ポンド増大しているにすぎない。したがって、直接投資による所
得の激減の主因は、イギリスから外国への直接投資による所得受取の急
減にある。
　第四に、証券投資による所得の内訳をみると、赤字額の増大が大きい
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のは債券投資による所得であり、2005 年以降の推移でも赤字の増大速度
が大きい。これに対して、株式投資・投資ファンドによる所得の赤字は
増減を繰り返し、債券投資よりも赤字額の変動幅は小さい。
　第六に、第一所得収支のなかの他の項目である雇用者報酬は、投資所
得と比較して僅かな額とはいえ一貫して赤字であるが、赤字額を 2006 年
のピークの 9億 5,800 万ポンドから直近の 2015 年には 2億 300 万ポンド
に減少させており、第一所得収支の大勢に影響していない。
　　②地域別推移
　第 4表は、第一所得収支の推移を相手地域別に示している。この表か
ら以下のことが確認できる。
　第一に、直近の 2015 年ではヨーロッパとアメリカ大陸に対して赤字で
あるのに対し、アジア、オーストラリア＆オセアニア、アフリカに対して
黒字であるが、ヨーロッパとアメリカ大陸に対する赤字額がその他の地
域に対する黒字額を大幅に上回っているため、全体として 2012 年以降赤
字を示している。
　第二に、ヨーロッパをEU、EFTA、「その他」に分けると、EUに対
しては 2008 年には黒字を示していたのに対し、同年にはEFTAと「そ
の他」に対しては赤字であり、この時点ではEU以外のヨーロッパに対
する赤字がヨーロッパ全体への赤字の原因となっていた。
　第三に、しかし、2009 年に EUに対して赤字に転じて以降同地域に対
する赤字が急増し、直近の 2015 年にはEUに対する赤字がヨーロッパ全
体に対する赤字の 80％弱に達し、EUに対する赤字がヨーロッパに対す
る赤字の主因となっている。
　第四に、アメリカ大陸に対しては、アメリカ・カナダとブラジルをは
じめとする中南米諸国とは傾向が異なり、アメリカとカナダに対しては
すでに 2010 年に赤字に転じていたが、同年には中南米諸国に対する黒字
がそれを上回り、アメリカ大陸全体に対しては黒字を維持していた。と
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ころが、2012 年以降アメリカとカナダに対する赤字が急増し、2013 年に
は中南米諸国に対する黒字額を上回るようになったため、同年以降アメ
リカ大陸全体に対して赤字を示すようになった。
　第五に、アジア全体に対しては 2009 年を除き一貫して黒字であるが、
日本とサウジ・アラビアに対しては赤字を続けており、その他諸国に対
する黒字額がその赤字分を上回っており、アジア地域全体に対する黒字
に寄与している。黒字を計上しているなかで額が最も大きいのが香港で
あり、それに次ぐのが中国とインドである。
　したがって、2009 年以降の対EUの赤字増大が第一所得収支の赤字増
大の主因となるが、その対EUの赤字をさらにEU主要国別に示したの
が第5表である。これによれば、直近の2015年の対EUの赤字295億4,900
万ポンドのうち、68 億 700 万ポンドと最大シェアの 23%を占めるのがド
イツであり、これに続くのが 18%のアイルランドとルクセンブルクであ
る。このうち、ドイツに対しては第 5表の始点である 2005 年にすでに 47
億 8,300 万ポンドの赤字を計上しており、対EU赤字のベースを形成して
いる。アイルランドに対しては 2008 年に赤字に転じて以降 2015 年まで
赤字を継続させているが、ルクセンブルクに対しては赤字に転じたのは
2012 年と 3 国のなかでは一番遅い。しかし、急速に赤字を増大させ、
2015 年には対アイルランドと同水準の赤字に達している。
　これら 3国のうち、ドイツに対しては、2005 ～ 2015 年の期間に受取額
が減少しているが同時に支払額も減少しているため、受取額の減少が赤
字拡大の原因である。しかし、ルクセンブルクに対しては、とくに 2012
年以降受取額が激減する一方で支払額が増大しているため、この両要因
が一体となって 2012 年以降の赤字急増を帰結させている。アイルランド
も同様である。
　①の「項目別推移」でみたように、第一所得収支の赤字の激減の主因
は直接投資による所得受取の急減であった。この事実に照らし合わせる
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と、ドイツ・アイルランド・ルクセンブルクに対する直接投資による所
得受取の減少、ならびにルクセンブルク・アイルランドからイギリスに
対する直接投資による所得支払の増大が第一所得収支の 2012 年以降の赤
字の急増の主因であると確認できる。
　⑵第二所得収支
　第二所得収支の受取は、一般政府による受取と「その他部門」による
受取に大別できる。一般政府による受取と「その他部門」による受取の
割合は、2015 年で前者が 28%後者が 72%であり、2005 年以降後者が前
者の 2～ 3倍で推移している。一般政府による受取の大半はEU機関か
らの受取であり、2015 年ではそれが一般政府からの受取の 89%を占めて
いる。「その他部門」による受取の大半は、イギリスの非生命保険会社に
対して支払われるプレミアであり、2015 年ではそれが「その他部門」に
よる受取の62%を占めている。その結果、第二所得の受取全体に対しては、
2015 年では、一般政府によるEU機関からの受取が 25%に対して、イギ
リスの非生命保険会社に対して支払われるプレミアが 44%と最大のシェ
アを占め、2005 年も前者が 29%に対して後者が 47%と最近 10 年間ほぼ
同様の割合で推移している。第二所得収支の受取総額も 2005 年の 150 億
5,000万ポンドから2015年の190億1,200万ポンドへ増加しているものの、
第二所得収支の支払総額は同期間に279億1,500万ポンドから436億8,900
万ポンドへ急増している。したがって、第二所得収支の赤字拡大の主因
は支払の急増にある。
　第 6表は第二所得収支の支払の項目を示している。これも、受取の場
合と同様に、一般政府による支払と「その他部門」による支払に大別で
きるが、小項目は異なる。一般政府による支払は、社会保障給付金、国
際機関に対する拠出金、二国間援助、軍事供与に分けられ、国際機関に
対する拠出金はさらにEU機関に対する拠出金と「その他機関」に対す
る拠出金に細分される。「その他部門」による支払は、所得税・富裕税、
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外国の非生命保険会社に支払われるプレミア、イギリスの非生命保険会
社から非居住者への支払、家計によるその他の支払に分けられる。
　一般政府による支払と「その他部門」による支払の割合は、2015 年で
前者が 59%後者が 41%であり、2005 年には前者が 55%後者が 45%とほ
ぼ同じ割合で推移している。一般政府による支払の首位はEU機関への
拠出であり、2015 年ではそれが一般政府からの支払の 63%を占め、それ
に次ぐのが二国間援助の 19%である。2005 年にはそれぞれが 69%、11%
であり、これもほぼ同じ割合で推移してきているが、一般政府による支
払総額が同期間に 155 億 9,600 万ポンドから 259 億 8,100 万ポンドへ増加
しているので、支払額自体はEU機関への拠出も二国間援助も増加して
いる。「その他部門」による支払で最も多いのは、イギリスの非生命保険
会社から非居住者への支払であり、それに次ぐのが家計によるその他の
支払である。2015 年では前者が「その他部門」による支払の 47%、後者
が 36%を占めている。2005 年にはそれぞれ 57%、37%であったが、「そ
の他部門」による支払総額が同期間に 123 億 1,900 万ポンドから 177 億
800 万ポンドに増加しているので、イギリスの非生命保険会社から非居
住者への支払額、家計によるその他支払額とも増加している。
　したがって、一般政府による支払と「その他部門」による支払の割合も、
またそれぞれのなかの主要小項目間の割合もほぼ同様の割合で推移して
きているが、第二所得収支総額自体が 2005 年の 279 億 1,500 万ポンドか
ら 2015 年には 436 億 8,900 万ポンドに急増しているので、各小項目の支
払額も増加する結果になった。EU機関への拠出金が突出して増加した
わけでないと事実は、EU機関への拠出金の増大がイギリスのEU離脱の
一つの根拠となった、という一部の主張に対して反証的事実を示してい
る。
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Ⅲ . 貿易収支
　⑴商品貿易収支とサービス貿易収支
　　①商品貿易収支
　第 7表はイギリスの地域別商品貿易収支を示している。この表から以
下のことが読み取れる。
　第一に、直近の 2015 年においてヨーロッパ・アジア・アフリカに対し
て赤字である一方、アメリカ大陸（ならびにアメリカ）・オーストラリア
＆オセアニアに対して黒字である。赤字総額が黒字総額を上回っている
ため、商品貿易全体では赤字となり、2015年には赤字額は過去最大の1,263
億 3,100 万ポンドに達している。
　第二に、ヨーロッパ・アジア・アフリカの赤字の 3地域のなか 2015 年
に赤字額が最も多いのが 1,040 億 6,500 万ポンドのヨーロッパであり、ア
ジアに対しては 324 億 1,900 万ポンド、アフリカに対しては 12 億 5,900
万ポンドにすぎず、ヨーロッパに対する赤字がイギリスの商品貿易の赤
字の大半を占めている。この 3地域の赤字総計のうち、ヨーロッパに対
する赤字が 75%に達している。
　第三に、ヨーロッパに対する赤字は、EUのほかに、EFTA（European
FreeTradeAsso-ciation：アイスランド、リヒテンシュタイン、ノルウ
エー、スイス）、その他（ロシア、ウクライナ、トルコも含む）に分けら
れるが、赤字が最も大きいのはEUに対してである。とはいえ、2011 年
時点では対EUの赤字が 394 億 7,000 万ポンドに対して、対EFTAの赤
字が 246 億 9,300 万ポンドと接近していた。しかし、2012 年以降対 EU
の赤字が急増する一方で対 EFTAの赤字が急減し、2015 年では対 EU
の赤字が 894 億 6,800 万ポンドに対して対 EFTAの赤字が 105 億 4,300
万ポンドと前者が後者の 8倍以上に達している。したがって、2012 年以
降のイギリスの商品貿易の赤字（ひいては貿易赤字全体）の主因は、対
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EUの赤字増大である。
　第四に、アメリカ大陸に対しては、アメリカ、カナダ、中南米諸国で
は傾向が異なる。原表によれば、アメリカに対しては一貫して黒字を続
けている一方で、カナダに対しては逆に一貫して赤字を続けている。他方、
中南米諸国に対しては、各国によって異なり、アルゼンチン、コロンビ
アに対しては赤字であり、ブラジル、メキシコ等に対しては傾向が定ま
らない。
　第五に、アジアに対しては、最も赤字額が大きいのは対中国であり、
次いでインド、日本、韓国である。このうち、中国に対しては赤字額が
増大を続け 2015 年には過去最高に達しているのに対し、日本に対しては
逆に赤字額が減少を続け 2015 年には過去最低に低下しているのが対照的
である。
　　②サービス貿易収支
　第 8表はイギリスの地域別サービス貿易収支を示している。この表か
ら以下のことが読み取れる。
　第一に、直近の 2015 年においてすべての地域に対して黒字を続けてお
り、サービス収支全体でも当然黒字を続けている。2015 年においての黒
字額の多い順は、ヨーロッパ、アメリカ大陸、アジア、アフリカ、オー
ストラリア＆オセアニアである。
　第二に、しかし、2005 ～ 2015 年の期間に順位の変動があり、2005 年
には黒字額が多い順は、アメリカ大陸、アジア、ヨーロッパ、オースト
ラリア＆オセアニア、アフリカであった。したがって、対ヨーロッパの
黒字が急増してきたことが特徴として挙げられる。
　第三に、ヨーロッパに対する黒字は、EUのほかに、EFTA、その他に
分けられるが、2015 年に黒字が最も大きいのはEUに対してである。と
ころが、2005年時点では対EUの黒字が15億 3,500万ポンドにすぎなかっ
たのに対して、対EFTAの黒字が 43 億 3,400 万ポンドと対EFTAの黒
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字が対EUの黒字より多かった。しかし、対EUの黒字の増加速度が対
EFTAのそれを上回ったため、2015 年には対 EUの黒字が 209 億 3,200
万ポンド、対 EFTAの黒字が 93 億 2,300 万ポンドと前者が後者の 2倍
以上に達している。
　第四に、アメリカ大陸に対しては、商品貿易の場合と異なり地域差は
ほとんど見られず、アメリカ、カナダ、中南米諸国のいずれに対しても
黒字額を順調に増大させている。ただ、対ヨーロッパに対する黒字の増
加速度が対アメリカ大陸のそれを上回ったため、2015年の黒字額は対ヨー
ロッパの黒字額を下回ることになった。
　第五に、アジアに対しては、2015 年に最も黒字額が大きいのは対日本
である。中国に対しては突出した黒字を示していないが着実に黒字額を
増加させ、2015 年には日本に次ぐ黒字額を示している。
　以上、商品貿易収支とサービス貿易収支を総合すると、いずれの場合
も対EUが最も顕著な特徴を示し主役に躍り出ている。商品貿易の場合
は、対EUの赤字が急増してそれが商品貿易全体の赤字急増の主因となっ
ていたのに対し、サービス貿易の場合は、対EUの黒字が急増してそれ
がサービス貿易の黒字急増の主因となった。しかし、商品貿易収支の赤
字の増大速度のほうがサービス貿易の黒字の増大速度より大きかったた
め、貿易収支全体では対EUの赤字が過去最大に達し、対EUの貿易赤
字が巨額の貿易赤字の主因となった。これによる貿易赤字が第一所得収
支の赤字とともに 2015 年の過去最大の経常赤字の原因となった。した
がって、次項では対EUの貿易赤字を、さらに立ち入ってEU主要国別
の商品貿易から検討する。
　⑵EU主要国別商品貿易
　イギリスの商品貿易の最大の赤字地域である対EUの商品貿易収支を、
主要国別に示したのが第 9表である。
　これによれば、直近の 2015 年の対 EUの商品貿易赤字 894 億 6,800 万
第 17 巻 —— 69
ポンドのうち、313 億 900 万ポンドと最大シェアの 34%を占めるのがド
イツであり、これに続くのが 16%のオランダ、さらにベルギー（10%）、
イタリア（8%）、フランス（7%）、スペイン（5%）が続く。このうち、ド
イツに対しては第 5表の始点である 2005 年にすでに 165 億 8,200 万ポン
ドの赤字を計上し、対EU赤字の 42%に達しており、それ以降一貫して
対EU赤字の最大を記録し続けている。前述（Ⅲ . ⑴①）のように 2012
年以降対EUの商品貿易赤字が急増するが、2013 年における対EUの商
品貿易赤字分 694 億 800 万ポンドのうち、対ドイツが 270 億 1,200 万ポ
ンドと 38.9%、対オランダが 98 億 300 万ポンドと 14.1%、対イタリアが
67 億 7,200 万ポンドと 9.8%、以下ベルギーが 9.5%、スペインが 5.4%、フ
ランスが 5.0%と、2015年の水準とほぼ同じ順位で赤字を増大させている。
つまり、主としてドイツ、オランダに対する赤字の増大が対EUの商品
貿易赤字の主因であった。
　さらに、赤字上位国の赤字の要因を輸出と輸入に分けて検討してみる
と、ドイツの場合 2011 ～ 2015 年の期間に輸出が 43 億 9,000 万ポンド減
少したのに対し、輸入は 107 億 1,800 万ポンド増大しており、輸入の増大
が主因の赤字増大である。オランダの場合、同期間に輸出が 81 億 2,200
万ポンド減少したのに対し、輸入の増大は 28 億 1,500 万ポンドにすぎず、
輸出の減少が主因の赤字増大である。ベルギーの場合、同期間に輸出が
46 億 9,200 万ポンド減少したのに対し、輸入の増大は 15 億 9,600 万ポン
ドにすぎず、オランダの場合と同様に輸出の減少が主因の赤字増大であ
る。イタリアの場合、同期間に輸出が17億6,300万減少しているのに対し、
輸入もほぼ同額の 17 億 6,400 万ポンド増大しており、輸出減少と輸入増
大が均等に作用した赤字増大である。フランスの場合、同期間に輸出が
45 億 5,500 万ポンド減少したのに対し、輸入の増大は 11億 700 万ポンド
にすぎず、オランダ・ベルギーの場合と同様に輸出の減少が主因の赤字
増大である。スペインの場合、同期間に輸出が 10 億 4,200 万ポンド減少
	 イギリスの EU離脱と経常収支
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したのに対し、輸入は 21 億 4,800 万ポンド増大しており、ドイツの場合
と同様に輸入の増大が主因の赤字増大である。まとめると、ドイツ・ス
ペインに対しては輸入増大を主因とする赤字増大であり、オランダ・ベ
ルギー・フランスに対しては輸出減少を主因とする赤字増大であり、イ
タリアに対しては輸出減少と輸入増大が均等に作用した赤字増大である。
しかし、対EU全体では、同期間に輸出が 315 億 6,100 万ポンド減少した
のに対し、輸入の増加は 184 億 3,700 万ポンドにとどまり、輸出の減少が
主因となって赤字を増大させていた。
　したがって、2015 年の商品貿易収支赤字の最大相手国はドイツである
が、主要国に対する 2011 ～ 2015 年の赤字増大の主導要因は多様であり、
ドイツに対する赤字増大の主因である輸入増大と異なり、EU全体に対し
ては輸出減少が同期間における赤字増大の主因であった。
　⑶対EU商品貿易品目
　　①主要輸出品目
　前項でみたように、イギリスの対EUの商品貿易赤字増大の主因はEU
各国毎に異なるものの、全体としては輸出の減少要因のほうが輸入の増
大要因よりも大きかった。そこで、どのような品目の輸出減少が、対EU
商品貿易赤字の急増期である 2011 ～ 2015 年に生じたのか、を示したの
が第 10 表である。2015 年における輸出品目のうち、額の大きい上位 10
品目を抽出し、その品目の 2011 年と 2015 年の輸出額を比較して増減を
算出している。
　輸出減少額が最も大きいのは「鉱物性燃料・鉱物油・鉱物性ろう等」
であり、これは主として原油から成る。これが、原油価格下落による価
格要因によるものか、輸出数量の減少による数量要因によるものか、は
さらに検討されなければならない。多かれ少なかれ両要因とも作用して
いたと推測できるが、詳細は、イギリスから原油を輸入していたEUの
各国が輸入相手国をどのように変化させたかを検証することによって確
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認されねばならない。次に輸出減少額が大きいのは「有機化学品」である。
2011 年には、イギリスの技術力の高水準によって、対EU輸出額の 6位
に位置していたが、2015 年には 9位に低下している。この原因が価格要
因によるものか、あるいは従来のEUの輸入国の輸入需要の減少による
ものかは、この表だけでは不明である。詳細は、イギリスから輸入して
いたEU各国の輸入状況の変化をみることによって確認する必要がある。
輸出減少額が多い第 3・4位は、「原子炉・ボイラー・機械類等」と「電
子機器・テレビ等」でそれぞれ 2兆 652 億 3,700 万ポンド、2兆 64 億 2,300
万ポンドとほぼ同額の減少額を記録している。第11表でみられるように、
これら両品目は 2011 ～ 2015 年の期間にEUから輸入を急増させており、
同期間における輸入増加額は、それぞれ 1兆 1,522 億 6,700 万ポンド、1
兆 5,147 億 1,500 万ポンドに達している。EUへの輸出減少とEUからの
輸入増大という事実は、これら両品目の価格競争力がEUと比較して低
下したことを意味しており、この低下がどのような要因によって生じた
かをさらに検証する必要がある。輸出減少額が多い第 5位は、「貴金属・
宝石・真珠等」で、減少額は 1兆 6,653 億 3,200 万ポンドに達している。
これも、第 11表でみられるように、2011 ～ 2015 年の期間にEUからの
輸入を増やしており、価格競争力の相対的低下が推測できるが、詳細は
貴金属・宝石・真珠の具体的品目の推移を種類毎に検証することによっ
て確認されなければならない。輸出減少額が多い第6位は、「プラスティッ
ク材・同部品」であるが、これは第 11表でみられるように、EUからの
輸入も減少させており、EUとの価格競争力要因以外の要因によるものと
推測されるが、詳細はEU内の従来の輸出相手国の状況の変化をみるこ
とによって検証されねばならない。輸出減少額が多い第 7位は、「医療製
品」である。この輸出減少額自体は 427 億 1,400 万ポンドと他の上位品目
と比較して少ないが、第 11表でみられるように、2011 ～ 2015 年の期間
にEUからの輸入を 6兆 4,253 億 4,700 万ポンドも増大させており、EU
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との価格競争力が大幅に低下したことを意味している。実際、2011年には、
イギリスからEUへの輸出が 10 兆 648 億 800 万ポンド、EUからイギリ
スへの輸入が 10 兆 573 億 6,800 万ポンドと輸出入がほぼ同額だったのに
対し、2015 年には、イギリスからEUへの輸出が 10 兆 220 億 9,400 万ポ
ンド、EUからイギリスへの輸入が 16 兆 4,827 億 1,500 万ポンドと、EU
に対して大幅な輸入超過国になっている。
　　②主要輸入品目
　次に、どのような品目の輸入増加が、対EU商品貿易赤字の急増期で
ある 2011 ～ 2015 年に生じたのか、を示したのが第 11 表である。2015
年における輸入品目のうち、額の大きい上位 10品目を抽出し、その品目
の 2011 年と 2015 年の輸入額を比較して増減を算出している。
　輸入増加額が最も大きいのは「自動車・自動車部品・同付属品」であり、
増加額も11兆 612 億 2,100 万ポンドと 2位の「医療製品」の 2倍弱に達
している。第 10 表でみられるように、2011 ～ 2015 年の期間にイギリス
からEUへの輸出も増加させているが、その輸出増加額は 8,499 億 5,100
万ポンドにすぎない。その結果、2015 年における同品目のイギリスから
EUへの輸出額が 14兆 6,476 億 7,400 万ポンドに対し、イギリスのEUか
らの輸入額が 43 兆 1,566 億 200 万ポンドに達し、「自動車・自動車部品・
同付属品」関してはイギリスの輸入超過が一層進展し、イギリスの価格
競争力が低下したことを意味している。輸入増加額が大きい第 2位は「医
療製品」である。これは、前項①で確認したように、2011 ～ 2015 年に
イギリスからEUへの輸出を減少させており、イギリスの価格競争力の
低下を表している。輸入増加額が大きい第 3位は、「電子機器・テレビ等」
で、1兆 5,147 億 1,500 万ポンドの増加額を記録している。前項①で確認
したように、この品目は 2011 ～ 2015 年の期間にイギリスはEUへの輸
出を急減させている。EUへの輸出減少とEUからの輸入増大という事実
は、この品目の価格競争力がEUと比較して低下したことを意味している。
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輸入増加額が多い第 4位は、「光学機器・医療用機器等」で、増加額は 1
兆 4,492 億 800 万ポンドに達している。この品目は、第 10 表でみられる
ように、2011 ～ 2015 年の期間にイギリスはEUへの輸出を増加させてい
るが、その増加額は 3,001 億 8,900 万ポンドにすぎず、その結果、2015 年
において同品目においての輸入超過が一層進展している。輸入増加額が
多い第 5位は、「原子炉・ボイラー・機械類等」であるが、これは「電子
機器・テレビ等」の場合と同様に、イギリスからEUへの輸出を急減さ
せており、この品目の価格競争力がEUと比較して低下したことを意味
している。輸入増加額が多い第 6位は、「家具・寝具等」である。この品
目は原表によればイギリスからEUへの輸出も増加させており、輸入増
大は価格競争力以外の要因も作用したと推測できる。輸入増加額が多い
第 7位は、「鉄鋼製品」である。この品目は原表によればイギリスから
EUへの輸出を減少させており、輸入増大はイギリスの価格競争力の低
下によるところが大きい。輸入増加額が多い第 8位は、「貴金属・宝石・
真珠等」である。この品目は前項①で確認したように、イギリスからEU
への輸出を大幅に減少させており、イギリスの価格競争力の低下による
要因が大きいが詳細は種類毎の詳細な検証が必要である。
　　③小括
　イギリスの対EUの商品貿易の赤字が急増した 2011 ～ 2015 年の期間
において、主要輸出入品目に関して品目毎に輸出減少額と輸入増大額を
検討すると、以下のことが確認された。
　第一に、イギリスからの輸出もイギリスへの輸入も同時に減少してい
る品目があり、これらの原因は、必ずしもイギリスの対EUの価格競争
力の低下によるものではない。この品目は、原油、プラスティック等で
ある。
　第二に、イギリスからの輸出が減少する一方で、イギリスへの輸入も
増大している品目がある。これらの原因は、イギリスの対EUの価格競
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争力の低下によるところがきわめて大きい。この品目は、「医療用品」、「真
珠・宝石・貴金属等」、「原子炉・ボイラー・機械類」、「電子機器・テレ
ビ等」、「鉄鋼製品」である。
　第三に、イギリスへの輸入が増大しているが、その輸入増加額よりも
少ない額ながら、EUへの輸出も増大している品目がある。輸入増大額と
輸出増大額の如何によって、原因は異なってくるが、「自動車・自動車部品・
同付属品」と「光学機器・医療用機器等」の場合、イギリスのEUから
の輸入増加額のほうが、イギリスからEUへの輸出増加額よりも圧倒的
に大きい。これは、これら両品目においてイギリスの対EU価格競争力
が低下したことを意味している。
Ⅳ . 結論
　本稿で確認したのは以下の 6点である。
　第一に、イギリスは 1973 年の EC加盟以降 1980 年後半以降 2015 年ま
で経常収支の赤字を続けてきたが、2011 年までは貿易収支の赤字が第一
所得収支の黒字を凌駕して全体として赤字を形成してきた。ところが、
2012 年以降第一所得収支も赤字に転じ、経常収支赤字増大に拍車がかか
るようになった。
　第二に、第一所得収支の大半は所得収支であり、そのなかで、直接投
資所得収支は黒字、証券投資所得収支は赤字という構造を 2014 年まで続
けてきたが、直接投資所得収支の黒字が 2012 年以降急減し、2015 年に
は初めて赤字に転じた。この意味で 2012 年以降の投資収支の赤字転化の
主因は直接投資所得収支の急激な悪化である。
　第三に、直接投資所得収支を中核とする第一所得収支は、ヨーロッパ
に対してすでに 2006 年から赤字に転じており、2012 年以降 EUに対す
る赤字を急増させている。とくに、ドイツ・ルクセンブルク・アイルラン
ドに対しての赤字が大きい。
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　第四に、第二所得収支の支払分のうち、EU機関に対する支払は増加
しているが、他の小項目と比較して突出した増加ではなく、第二所得収
支の支払分総計の伸びとほぼ同じ速度で増加している。
　第五に、貿易収支のなかでは、商品貿易収支が赤字、サービス貿易収
支が赤字という構造を一貫して続けてきているが、商品貿易収支の赤字
の大半はEUに対してであり、2012 年以降 EUに対する赤字を急増させ
ている。EUのなかでは、とくにドイツ・オランダに対する赤字が大きい。
　第六に、対EU貿易の輸出入品目では、イギリスからEUへの輸出が
減少ないし停滞する一方で、EUからイギリスへの輸入が増大している品
目は、機械類・電子機器・自動車・光学機器等多数あり、主要商品にお
いてイギリスの対EU価格競争力が低下している。
　しかし、本稿に残された課題は多い。直接投資所得収支に関しては、
収支の悪化はなぜ生じたのか、対外投資の件数が減少したのか、収益率
が低下したのか、これらはどのような業種で生じているのか、商品貿易
収支に関しては、対EUの価格競争力の低下がなぜ生じたのか、と問題
は山積している。さらに、より根本的問題として、以上のような問題は
イギリスが EUの一員であることによって生じているのか、あるいは、
EUの一員であるにもかかわらず生じているのか、という問題もある。い
ずれも、EU離脱後のイギリス経済の動向にとって重要な問題であるが、
別稿を期したい。
【主要参考資料】
Office forNational Statistics,UK government（2016）,UKBalance of
Payments,ThePinkBook:2016 ,2016,Dec.
HMRevenue&Customs,UK government,UK overseas trade statistics ,
variousissues.
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